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千葉県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 

 当審議会は、令和８年７月２日付け千労発基 0702 第１号をもって貴職から諮

問のあった標記のことについて、慎重に調査審議を重ねた結果、別紙１のとおり

の結論に達したので答申する。 

 また、別紙２のとおり、令和６年 10 月１日改正発効の千葉県最低賃金（時間

額 1,076 円）は、令和６年度の千葉県の生活保護水準を下回っていなかったこと

を申し添える。 

 なお、別添「千葉県最低賃金の改正決定に関する報告書」の別紙３により、賃

上げに伴う各種支援等に関する政府への要望が取りまとめられたので、併せて報

告する。 
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別紙１ 

 

千 葉 県 最 低 賃 金 

 

   １ 適用する地域 

 

      千葉県の区域 

 

 

   ２ 適用する使用者 

 

      前号の地域内で事業を営む使用者 

 

 

   ３ 適用する労働者 

 

      前号の使用者に使用される労働者 

 

 

   ４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

 

      １時間 1,195 円 

 

 

   ５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

 

      精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

 

   ６ 効力発生の日 

 

      令和８年 10 月１日 

 

 

 

 

 

 



                                 別紙２ 

 

 

 千葉県最低賃金と生活保護との比較について 

 

１ 地域別最低賃金 

(1) 件   名  千葉県最低賃金 

(2) 最低賃金額  時間額 1,076 円 

(3) 発 効 日  令和６年 10 月１日 

   

２ 生活保護水準 

  (1)比較対象者 

   18～19 歳・単身世帯者 

  (2)対象年度 

   令和６年度 

  (3)生活保護水準 

   生活扶助基準(第１類費＋第２類費（冬期加算を除く）＋特例加算＋経過的加算 

＋冬期加算＋期末一時扶助費)の千葉県内人口加重平均に住宅扶助の実績値を加え   

た金額 109,528 円 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

  上記１の(2)に掲げる金額の１か月換算額（注）と上記２の(3)に掲げる金額とを比 

較すると、千葉県最低賃金が生活保護水準を上回っている。 

   

 

 （注）千葉県最低賃金１か月換算額 

   1,076 円（千葉県最低賃金）×173.8（１か月平均法定労働時間数） 

       ×0.824（可処分所得の総所得に対する比率※）= 154,095 円 

   ※ 0.824 は、秋田県の令和６年度最低賃金額 951 円で月 173.8 時間働いた場合の税・社会保険料を

考慮した可処分所得の総所得に対する比率。 



                              別紙３ 

 

千葉県では、令和６年１月 19 日に開催された「ちばの魅力ある職場づくり公

労使会議」において【「適切な価格転嫁と生産性向上による持続的な賃上げの実

現」ちば共同宣言】（別添参照）が採択され、県内企業の持続的な賃上げを実現

するため、適切な価格転嫁及び生産性向上に向けた取組を行っているところで

ある。 

こうした中、貴局においても次の事項について、継続的に取り組むよう強く要望

する。 

 

１ 中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げできる環境整備の必要性につ

いては労使共通の認識であり、「持続的・安定的な物価上昇の下で、物価上

昇を年 1 %程度上回る賃金上昇を賃上げのノルム(社会通念)として我が国

に定着」させるためにも、特に地方、中小企業・小規模事業者に配意しつつ、

生産性向上を図るとともに 価格転嫁対策を徹底し、賃上げの原資の確保に

つなげる取組を継続的に実施するよう強く要望する。 

 

２ 生産性向上の支援については、可能な限り多くの企業が各種の助成金等

を受給し、賃上げを実現できるように、政府の掲げる生産性向上等への支援

や経営支援の一層の強化を求める。特に、事業場内で最も低い時間給を一定

以上引き上げ、生産性向上に取り組んだ場合に支給される業務改善助成金に

ついては、最低賃金引上げの影響を強く受ける中小企業・小規模事業者がし

っかりと活用できるよう充実させるとともに、具体的事例も活用した周知等

の徹底を要望する。加えて、非正規雇用労働者の処遇改善等を支援するキャ

リアアップ助成金、働き方改革推進支援助成金、人材確保等支援助成金等に

ついて、「賃上げ」を支援する観点から、賃上げ加算等の充実を強く要望す

る。 

 

３ 価格転嫁対策については、令和 8 年 1 月から施行された取適法・振興法を

着実に執行するため、関係省庁等との連携や現場への浸透に向けた一層の周

知徹底を図ることを要望する。さらに、ＢtoＣ事業では相対的に価格転嫁率が

低いといった課題があるため、消費者に対して転嫁に理解を求めていくよう

要望する。 

 



４ いわゆる「年収の壁」への対応として、昨年 7月に拡充したキャリアアップ

助成金による事業主への支援に取り組むことを要望する。加えて、行政機関が

民間企業に業務委託を行っている場合に、年度途中の最低賃金額改定によっ

て当該業務委託先における最低賃金の履行確保に支障が生じることがないよ

う、発注時における特段の配慮を要望する。 

 




